保証契約書(根保証含む)各種書式テンプレート集
※本テンプレートは弁護士監修ですが、保証類型・取引の重要度・主債務の性質・保証人の属性に応じた修正が必要です。特に、事業性債務の個人保証(保証意思確認公正証書が必要)・高額取引・継続的取引の根保証では、必ず弁護士・公証役場のレビューを受けてください。
【保証契約書の性質と2020年民法改正のポイント】 保証契約は、債権者と保証人の間で締結される契約で、書面又は電磁的記録による必要があります(民法第446条第2項・第3項)。2020年民法改正の重要ポイントは、①個人根保証契約の極度額の定め(民法第465条の2)・②事業性債務の個人保証における保証意思確認公正証書(民法第465条の6)・③情報提供義務(民法第458条の2・第458条の3・第465条の10)の3点です。本テンプレートは単純保証・連帯保証・根保証の3類型に対応し、これら最新ルールを完全反映しています。

このテンプレの使い方
本テンプレートは、複数の書式パターンを含む保証契約書のひな形集です。次の手順でご利用ください。
1. Wordをダウンロード
1. 使用するパターンを選択(下記「書式パターン早見表」参照)
1. 当事者・主債務・保証範囲を編集(青字部分・[ ]内を置換)
1. 甲・乙・丙が署名又は記名押印
1. 電子契約で締結(書面性要件をクリア)
【重要】事業性債務の個人保証の場合 個人(経営者以外)が事業性債務を保証する場合、保証契約締結前1ヶ月以内に作成された保証意思確認公正証書が必要です(民法第465条の6)。本テンプレ使用前に弁護士・公証役場にご相談ください。

書式パターン早見表
	パターン
	該当ケース
	主な対象

	メイン
	連帯保証契約書(特定債務・標準版)
	売買代金・金銭消費貸借等の特定債務

	①
	単純保証契約書(普通保証)
	補充的保証・抗弁権あり

	②
	個人根保証契約書(賃貸借の連帯保証)
	賃貸借契約・極度額必須

	③
	継続的取引の根保証契約書
	売買基本契約等の継続取引

	④
	身元保証契約書(雇用関係)
	従業員の身元保証




【メインテンプレ】連帯保証契約書(特定債務・標準版)

連 帯 保 証 契 約 書
甲の正式名称(債権者・例:○○株式会社)、乙の正式名称(主債務者・例:○○株式会社)及び丙の氏名又は名称(保証人)は、乙が甲に対して負担する債務について、丙が連帯して保証することにつき、以下のとおり契約(以下「本契約」)を締結する。

第1条(目的)
【解説】 保証契約の目的を明確化。主債務との関連性を明示。
本契約は、乙が甲に対して負担する後記第2条の主債務について、丙が乙と連帯して保証することを目的とする。
第2条(主債務の特定)
【解説】 保証対象となる主債務を特定。記載が不明確だと保証範囲が不明となるため、詳細に記載。
本契約により丙が保証する乙の甲に対する債務(以下「主債務」)は、次のとおりとする。
	項目
	内容

	主たる契約名
	[契約名(例:売買契約書・金銭消費貸借契約書等)]

	主たる契約締結日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	主債務の内容
	[債務の内容(例:売買代金・貸付金等)]

	主債務の金額
	金[○○○,○○○]円

	利息(該当時)
	年[○]%(法定利率・約定利率)

	履行期
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	遅延損害金
	年[○]%


第3条(連帯保証)
【解説】 連帯保証であることを明示。連帯保証は催告の抗弁権・検索の抗弁権・分別の利益がない点を明記。
1. 丙は、本契約に基づき、乙が甲に対して負担する主債務について、乙と連帯して保証する。
1. 本保証の範囲は、主債務の元本、利息、違約金、損害賠償金、その他主債務に従たるものすべてを含む。
1. 丙は、本保証について、催告の抗弁権(民法第452条)、検索の抗弁権(民法第453条)及び分別の利益を有しない。
第4条(保証期間)
【解説】 保証期間を明示。長期間の場合は保証人保護のため期間制限を検討。
本保証の期間は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日から令和[YYYY]年[MM]月[DD]日までとする。
第5条(情報提供義務)
【解説】 2020年民法改正で新設された情報提供義務(第458条の2・第458条の3・第465条の10)に対応。
1. (乙の情報提供義務) 本契約締結前、乙は丙に対し、次の事項について情報提供する。
1. 自己の財産及び収支の状況
1. 主債務以外に負担している債務の有無、額及び履行状況
1. 主債務の担保として他に提供しようとする物・金銭等
(該当する事業性債務の個人保証の場合・民法第465条の10第1項)
1. (甲の履行状況情報提供義務) 丙が甲に対し主債務の履行状況の情報提供を請求した場合、甲は、遅滞なく次の事項について情報提供する(民法第458条の2)。
1. 主債務の元本、利息、違約金、損害賠償等の不履行の有無
1. 残額・履行期到来の有無
1. (甲の期限利益喪失通知義務) 乙が主債務について期限の利益を失った場合、甲はこれを知った時から2ヶ月以内に丙に通知する(民法第458条の3)。
第6条(主たる契約の変更)
【解説】 主たる契約の変更時の保証範囲への影響を明示。重要な変更には保証人の同意が望ましい。
1. 甲及び乙は、丙の書面又は電磁的記録による事前の同意なく、本契約の保証範囲を加重する主たる契約の変更を行ってはならない。
1. 主たる契約の軽微な変更(支払期日の延長・利率の引き下げ等で丙の負担を加重しないもの)は、丙の同意を要しない。
第7条(求償権)
【解説】 保証人が主債務を弁済した場合の主債務者への求償権を明示。
1. 丙が本保証に基づき甲に対し弁済等の負担をした場合、丙は乙に対し、その負担した金額(利息及び費用を含む)を求償することができる。
1. 丙の乙に対する求償権の行使は、民法第459条以下の規定に従う。
第8条(反社会的勢力の排除)
【解説】 全国の暴排条例に対応する条項。
1. 甲、乙及び丙は、現在及び将来にわたり、自己、自己の役員、従業員その他自己の関係者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から5年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者(以下「反社会的勢力」)に該当しないことを表明し、保証する。
1. いずれかの当事者が前項の表明保証に違反した場合、相手方は本契約を直ちに解除することができ、別途損害賠償を請求できる。
第9条(個人情報の取扱い)
【解説】 丙の個人情報の取扱いを明示。
1. 甲は、丙の個人情報(個人情報の保護に関する法律第2条第1項に定める個人情報)を、本契約の履行・管理の目的の範囲内で取り扱い、関連法令を遵守する。
1. 個人情報の漏えい等が発生した場合、速やかに必要な措置を講じる。
第10条(契約の効力)
【解説】 書面性要件を明示(民法第446条第2項・第3項)。
本契約は、民法第446条第2項及び第3項の規定に従い、書面又は電磁的記録により締結されることをもって効力を生じる。
第11条(準拠法及び合意管轄)
【解説】 国内取引なら日本法準拠が基本。甲の本店所在地が合意管轄として一般的。
1. 本契約は、日本法に準拠し、日本法に従って解釈されるものとする。
1. 本契約に関連して当事者間に紛争が生じた場合、甲の本店所在地を管轄する[東京]地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
第12条(協議事項)
【解説】 契約に定めのない事項や解釈に疑義が生じた場合の対応を定めます。
本契約に定めのない事項、又は本契約の各条項の解釈について疑義が生じた場合は、甲、乙及び丙誠実に協議の上、解決を図るものとする。

末尾
本契約の成立を証するため、本書3通を作成し、甲、乙及び丙署名又は記名押印の上、各1通を保有する。
(電子契約による締結の場合は、電磁的記録を作成し、甲、乙及び丙が電子署名を施し、これをもって本書面に代えるものとする。)

[締結年月日(例:YYYY年MM月DD日)]
【甲(債権者)】 住所:[甲の本店所在地] 氏名又は名称:[甲の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
【乙(主債務者)】 住所:[乙の本店所在地] 氏名又は名称:[乙の正式名称] 代表者:代表取締役 [氏名] 印
【丙(連帯保証人)】 住所:[丙の住所] 氏名:[丙の氏名] 印 生年月日:令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


【書式パターン①】単純保証契約書(普通保証)
(連帯保証ではなく、催告の抗弁権・検索の抗弁権等を有する補充的保証)

保 証 契 約 書
[甲(債権者)]、[乙(主債務者)]及び[丙(保証人)]は、以下のとおり保証契約を締結する。
第1条(保証)
丙は、本契約に基づき、乙が甲に対して負担する後記主債務について、乙が履行しない場合に、補充的に保証する。
第2条(主債務の特定)
(連帯保証契約書(メイン)第2条と同様)
第3条(抗弁権)
1. 丙は、催告の抗弁権(民法第452条)を有する。甲は、まず主債務者乙に対し請求しなければならない。
1. 丙は、検索の抗弁権(民法第453条)を有する。甲が主債務者乙の財産について執行が容易であることを丙が証明した場合、甲は、まず主債務者乙の財産について執行しなければならない。
1. 複数の保証人がある場合、丙は分別の利益を有する(民法第456条)。
(以下、メインテンプレと同様の条項)

【パターン①(単純保証)の留意点】 - 連帯保証より保証人保護が手厚い - 「連帯」と明記しなければ単純保証となる(原則) - 実務では連帯保証が圧倒的多数


【書式パターン②】個人根保証契約書(賃貸借の連帯保証・極度額あり)
(賃貸借契約の連帯保証・民法第465条の2対応)

連 帯 保 証 契 約 書(根 保 証)
[甲(賃貸人)]、[乙(賃借人)]及び[丙(連帯保証人)]は、以下のとおり連帯保証契約(根保証)を締結する。
第1条(目的)
本契約は、乙が甲との間で締結する賃貸借契約に基づき、乙が甲に対し将来負担する一切の債務について、丙が連帯して保証することを目的とする。
第2条(主たる賃貸借契約の特定)
	項目
	内容

	賃貸借契約締結日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	賃貸物件
	[物件所在地・建物名・部屋番号]

	月額賃料
	金[○○○,○○○]円(共益費・管理費含む/含まない)

	賃貸借期間
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日〜令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	更新の有無
	あり(2年ごと等)


第3条(保証の内容)
1. 丙は、本契約に基づき、乙が上記賃貸借契約に基づき甲に対して負担する一切の債務(未払賃料、原状回復義務に基づく損害賠償、契約違反による損害賠償、その他乙の甲に対する一切の債務を含む)について、乙と連帯して保証する。
1. 【極度額】丙の保証責任の限度は、金[1,000,000]円とする(民法第465条の2第2項対応・賃料約[12]ヶ月分相当)。
第4条(保証期間・元本確定)
1. 本保証は、乙と甲との間の賃貸借契約の存続期間中及び終了後の原状回復期間中、有効に存続する。
1. 次の各号の事由が発生した場合、丙が保証する元本は確定する(民法第465条の4)。
1. 丙の財産について、強制執行又は担保権実行があったとき
1. 丙が破産手続開始の決定を受けたとき
1. 乙又は丙が死亡したとき
1. 元本確定後、丙は、極度額の範囲内で、確定時までに発生した主債務についてのみ保証する。
第5条(情報提供義務)
(メインテンプレ第5条と同様)
第6条(その他)
(メインテンプレと同様の条項:反社・個人情報・契約効力・準拠法・管轄・協議事項)

【パターン②(個人根保証・賃貸借)の留意点】 - 極度額の明示が必須(民法第465条の2第2項・違反で全体無効) - 賃料の10〜24ヶ月分が一般的な極度額 - 元本確定事由(強制執行・破産・死亡)の明示 - 賃借人の長期居住も想定した設計


【書式パターン③】継続的取引の根保証契約書
(売買基本契約・継続的取引・極度額あり)

連 帯 保 証 契 約 書(根 保 証)
[甲(売主・債権者)]、[乙(買主・主債務者)]及び[丙(連帯保証人)]は、以下のとおり連帯保証契約を締結する。
第1条(目的)
本契約は、乙が甲との間で締結する令和[YYYY]年[MM]月[DD]日付「売買基本契約書」(以下「基本契約」)に基づき、乙が甲に対し継続的に負担する売買代金債務等について、丙が連帯して保証することを目的とする。
第2条(主たる契約の特定)
	項目
	内容

	基本契約締結日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	基本契約の対象
	[取引内容]

	基本契約の期間
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日〜令和[YYYY]年[MM]月[DD]日


第3条(保証の内容)
1. 丙は、本契約に基づき、乙が基本契約に基づき甲に対して負担する一切の債務(売買代金、利息、遅延損害金、損害賠償、その他基本契約に基づく乙の甲に対する一切の債務)について、乙と連帯して保証する。
1. 【極度額】丙の保証責任の限度は、金[5,000,000]円とする(民法第465条の2第2項対応)。
第4条(元本確定期日)
1. 本保証契約の元本確定期日は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日(契約締結日から[3]年以内・最長5年・民法第465条の3第3項)とする。
1. 元本確定期日後の主債務は、本保証の対象とならない。
第5条(元本確定事由)
(パターン②第4条第2項と同様)
(以下、メインテンプレと同様の条項)

【パターン③(継続的取引の根保証)の留意点】 - 個人保証なら極度額必須 - 個人貸金等根保証の場合、元本確定期日は最長5年(民法第465条の3) - 元本確定後は新規債務の保証なし - 法人保証の場合、極度額・確定期日は任意


【書式パターン④】身元保証契約書(雇用関係)

身 元 保 証 契 約 書
[甲(使用者)]、[乙(従業員)]及び[丙(身元保証人)]は、以下のとおり身元保証契約を締結する。
第1条(目的)
本契約は、乙が甲に雇用される従業員として勤務するにあたり、乙の故意又は過失により甲に与えた損害について、丙が乙とともに賠償の責任を負うことを定めることを目的とする。
第2条(雇用関係の特定)
	項目
	内容

	乙の入社日
	令和[YYYY]年[MM]月[DD]日

	乙の所属
	[部署名]

	乙の役職・職務
	[役職・職務内容]

	雇用形態
	正社員/契約社員等


第3条(身元保証の内容)
1. 丙は、乙が甲の業務遂行に関連して、故意又は過失により甲に損害を与えた場合、乙とともにその損害賠償の責任を負う。
1. 【極度額】丙の保証責任の限度は、金[2,000,000]円とする(民法第465条の2第2項対応・年収約[○]ヶ月分相当)。
第4条(保証期間)
本身元保証の期間は、令和[YYYY]年[MM]月[DD]日から[5]年間とする(身元保証ニ関スル法律第1条・最長5年)。
第5条(甲の通知義務)
甲は、次の場合、速やかに丙に通知する(身元保証ニ関スル法律第3条)。
1. 乙の業務上不適任又は不誠実な行為があり、丙の責任を引き起こす可能性があるとき
1. 乙の任務若しくは任地を変更し、丙の責任が加重され又は監督が困難となるとき
第6条(その他)
(メインテンプレと同様の条項)

【パターン④(身元保証)の留意点】 - 身元保証ニ関スル法律(1933年法律42号)が適用 - 保証期間は最長5年(同法第1条) - 個人保証なら極度額必須(民法第465条の2) - 甲の通知義務違反で丙の責任を免除する場合あり

必須6項目チェックリスト
保証契約書の必須6項目を整理します。
· ① 主債務者・債権者・保証人の特定
· ② 主債務の内容(発生原因・金額・履行期等)
· ③ 保証の範囲・極度額(個人根保証は必須)
· ④ 単純保証/連帯保証の別
· ⑤ 保証期間・元本確定事由(根保証の場合)
· ⑥ 書面性(民法第446条第2項・電磁的記録可)

印紙税について
保証契約書は、印紙税法上の課税文書(第13号文書・債務の保証に関する契約書)に該当します。
· 印紙税:200円/通(契約金額の記載に関わらず一律)
· 主たる契約書に保証条項が含まれる場合は、主たる契約書の印紙税のみで足り、別途課税されない場合がある(税理士確認推奨)。
· 電子契約による締結なら印紙税ゼロ

電子契約による締結のすすめ
本契約は、電子契約サービスでの締結が可能です。保証契約特有のメリット:
· 印紙税ゼロ(第13号文書の200円不要)
· 書面性要件を電磁的記録でクリア(民法第446条第3項)
· タイムスタンプ自動付与(締結日時の証拠化)
· 改ざん検知(電子署名で内容変更を防止)
· 電子帳簿保存法に自動対応(2024年1月完全義務化)
· 三者(甲乙丙)の効率的な署名(出張・遠隔地対応)
· 情報提供記録の電子保管(義務違反防止・証拠保全)
· 極度額の管理・元本確定の追跡
· 複数の保証人がいる場合の一元管理
· 主たる契約書(売買・賃貸借・金銭消費貸借)との一元管理

利用上の注意
※本テンプレートは弁護士監修ですが、保証類型・取引の重要度・主債務の性質・保証人の属性に応じた修正が必要です。重要案件は必ず弁護士・公証役場にご相談ください。
必ず確認すべき事項
· 保証類型の選択(単純保証/連帯保証/根保証)
· 極度額の設定(個人根保証は必須・民法第465条の2)
· 書面性(民法第446条第2項・電磁的記録可)
· 公正証書要件(事業性債務の個人保証は要・民法第465条の6)
· 情報提供義務(締結時・履行状況・期限利益喪失通知)
· 元本確定事由(根保証の場合)
事業性債務の個人保証への対応
	場面
	公正証書の要否

	経営者保証(取締役・大株主)
	不要(民法第465条の9)

	経営者の配偶者(共同事業者)
	不要(同条)

	経営者の配偶者(共同事業者でない)
	必要

	第三者個人保証(従業員等)
	必要

	法人保証(関連会社等)
	不要

	賃貸借の連帯保証(事業性債務でない)
	不要


極度額の設定の目安
	場面
	極度額の目安

	賃貸借の連帯保証
	賃料の10〜24ヶ月分

	継続的売買取引
	取引規模・期間を考慮

	雇用の身元保証
	年収の数倍程度

	銀行借入の根保証
	与信限度額


元本確定事由の確認(個人根保証)
· 強制執行・担保権実行(保証人の財産)
· 破産手続開始決定(保証人)
· 主債務者又は保証人の死亡
· 元本確定期日の経過
情報提供義務の整理
	義務者
	内容
	条文
	違反時

	主債務者
	締結時の財産状況等
	民法第465条の10
	保証契約取消可

	債権者
	履行状況(請求あれば)
	民法第458条の2
	(取消の根拠)

	債権者
	期限利益喪失通知(2ヶ月以内)
	民法第458条の3
	遅延期間の損害金等請求不可


業種・場面別の追加検討事項
	場面
	追加検討事項

	金融機関の融資
	経営者保証ガイドライン・公正証書

	賃貸借
	極度額の設定・更新時の取扱い

	継続的売買取引
	元本確定期日(5年以内)

	雇用の身元保証
	身元保証ニ関スル法律(5年制限)

	建設業の下請保証
	建設業法・支払不能リスク


編集時の注意
· [ ]括弧内の箇所は、案件の状況に応じて編集してください。
· 不要なパターンは削除可能。
· 連帯保証/単純保証の選択を明示してください。
· 個人根保証の場合、極度額の記載漏れに注意。
· 事業性債務の個人保証は、別途公正証書を作成してください。
重要案件は専門家相談
· 弁護士(保証契約全般・無効リスク判断・元本確定・公正証書要件)
· 公証役場(保証意思確認公正証書)
· 司法書士(関連登記・抵当権設定との連動)
· 税理士(印紙税・税務処理)
· 法テラス(経済的に余裕がない方の無料相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。
※本テンプレートは2026年5月時点の法令・実務慣行をもとに作成しています。法令や制度は変更される場合がありますので、最新情報は法務省等の公式情報をご確認ください。本テンプレートは一般的なひな形であり、保証類型・取引の重要度・主債務の性質・保証人の属性に応じた個別のカスタマイズについては、必ず弁護士・公証役場等の専門家にご相談ください。特に、事業性債務の個人保証(保証意思確認公正証書が必要)・高額取引・継続的取引の根保証では、専門家のサポートが不可欠です。保証契約の不備は契約全体の無効リスクがあるため、信頼できる専門家のサポートをご検討ください。本記事は一般的な情報提供を目的としており、特定の事案に関する法的助言を提供するものではありません。
